
平 成 ２ ０ 年 度 予 算 の あ ら ま し 

 

平成２０年度那珂川町一般会計予算は、７，６１０，０００千円となり、前年度予算に

対し、１３０，０００千円の増（１．７％増）となった。これは、本年度から実施される

後期高齢者医療への繰出金及びケーブルテレビ事業繰出金が主な要因となっている。 

特別会計は、国民健康保険、老人保健、後期高齢者、介護保険、ケーブルテレビ事業、

下水道事業、農業集落排水事業及び簡易水道事業の８会計であり、これら特別会計の予算

総額は、５，７６５，５００千円となり、前年度予算に対し、８３１，０００千円の大幅

な減（１２．６％減）となった。 

国民健康保険特別会計予算は、２，０５２，０００千円で、保険給付費、共同事業拠出

金及び新たに後期高齢者支援金が増額となり、老人保健拠出金が減となったことから、前

年度予算に対し、５，０００千円の増（０．２％増）となった。 

老人保健特別会計予算は、１６９，０００千円で、本年度から後期高齢者医療制度への

移行にともない、前年度予算に対し、１，８３０，０００千円の大幅減（９０．８％減）

となった。 

後期高齢者医療特別会計予算は、１７５，５００千円で、平成２０年度から後期高齢者

医療制度が施行されることにともない、新たに特別会計を設置することとなった。 

介護保険特別会計予算は、１，１１０，０００千円で、保険給付費が伸びていることか

ら、前年度予算に対し、２５，０００千円の増（２．３％増）となった。 

ケーブルテレビ事業特別会計予算は、１，７２７，０００千円で、放送センターの管理

費及び番組の制作費、高度化事業費であり、今年度は、平成２１年４月開局を目指し、馬

頭地区及び小川地区の整備が本格化することから、前年度予算に対し、６５１，０００千

円の増（６０．５％増）となった。 

下水道事業特別会計予算は、３１７，０００千円で、処理施設の維持管理費のほか、馬

頭地区の管渠工事を実施するもので、前年度予算に対し、２３，０００千円の減（６．８％

減）となった。 

農業集落排水事業特別会計予算は、４７，０００千円で、処理施設の維持管理費が主な

もので、前年度予算に対し、２，０００千円の減（４．１％減）となった。 

簡易水道事業特別会計予算は、１６８，０００千円で、施設の修繕など維持管理費が主

なもので、前年度予算に対し、１，５００千円の減（０．９％減）となった。 

次に、水道事業会計予算は、３５３，１６５千円で、配水管布設替工事費等を見込み、

前年度予算に対し、１４，０１８千円の減（３．８％減）となった。 

これにより、一般会計及び各特別会計並びに企業会計の予算総額は、１３，７２８，６

６５千円となり、前年度予算と比較して、７１５，０１８千円の減（５．０％減）となっ

た。 

 



一般会計における歳入の財源内訳、性質別歳出の内訳は、次のとおりとなった。 

歳入内訳 

自主財源   ３，２２９，８３０千円  構成比 ４２．４％  対前年度比  １．８％増 

依存財源   ４，３８０，１７０千円  構成比 ５７．６％  対前年度比  １．７％増 

歳出内訳 

投資的経費    ６２２，７２６千円  構成比  ８．２％  対前年度比 ２１．６％増 

消費的経費  ４，６７４，３５３千円  構成比 ６１．４％  対前年度比  ６．０％減 

その他の経費 ２，３１２，９２１千円  構成比 ３０．４％  対前年度比 １５．９％増 

 

歳入の構造は、自主財源において、諸収入が増額になるが、町税、使用料が減少傾向に

あり、財政調整基金、地域振興基金等の基金繰入金を充て、３，２２９，８３０千円（対

前年度比：５７，８２５千円増、１．８％増）となった。 

自主財源の確保については、町税において、より一層の課税客体の的確な把握に努める

とともに、徴収事務を積極的に推進することとした。 

また、依存財源においては、地方交付税の算定に「地方再生対策費」を加味したが、県

支出金の増額に対し国庫支出金が減額であることから、厳しい財政運営となった。町債に

ついては、充当事業の厳選に努めるとともに、将来の財政負担に支障がないような過疎対

策事業債や合併特例債などの有利なものを活用することとした。また、財源補てんに充当

する臨時財政対策債は、許可限度額を想定し計上した。この結果、依存財源は、４，３８

０，１７０千円（対前年度比：７２，１７５千円増、１．７％増）となった。 

歳出については、行財政改革の本旨を念頭に一般行政経費の一層の節減に努め、財政の

健全化の確保に配意しながらも総合振興計画の具現化に向けて事業を導入することとし、

魅力ある地域社会の形成を進めるため、多様化する各種事務事業の対応を図ることとした。

また、各事業において必要最小限の予算措置をした。 


